
自主財源自主財源
29.1％29.1％

依存財源依存財源
70.9％70.9％

町税　14.6％町税　14.6％
13 億 4,055 万８千円13 億 4,055 万８千円

財産収入　0.3％財産収入　0.3％
3,130 万円3,130 万円

使用料・手数料　0.8％使用料・手数料　0.8％
7,349 万６千円7,349 万６千円

繰入金　6.5％繰入金　6.5％
５億 9,433 万９千円５億 9,433 万９千円

諸収入　0.9％諸収入　0.9％
8,487万８千円8,487万８千円

その他　6.0％その他　6.0％
５億 4,736万５千円５億 4,736万５千円

地方交付税　37.9％地方交付税　37.9％
34 億 7,715 万８千円34 億 7,715 万８千円

国庫支出金　12.7％国庫支出金　12.7％
11 億 6,767 万７千円11 億 6,767 万７千円

町債　13.5％町債　13.5％
12 億 4,040 万円12 億 4,040 万円

県支出金　3.3％県支出金　3.3％
３億 371 万６千円３億 371 万６千円

その他　3.5％その他　3.5％
３億 1,302 万２千円３億 1,302 万２千円
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　令和７年度一般会計と企業会

計、特別会計の決算が９月 15

日、小国町議会９月定例会で認

定されました。一般会計歳入総

額は 91 億 7,390 万９千円、同

会計歳出は 85 億 8,687 万７千

円となり、翌年度へ繰り越すべ

き財源を除いた実質収支は５億

8,267 万円の黒字となりまし

た。詳細を含め、各会計の決算

状況をお知らせします。

一般会計歳入　91 億 7,390 万９千円

（前年度比 7.4％増）

　町民税は、物価高騰による給与所得

や法人の売り上げが上昇したことによ

り増額となり、固定資産税においては、

土地の下落修正などにより減額となっ

たものの、町税全体では、対前年度比

3.6％の増額となりました。

　地方交付税は、普通交付税が町民税

の増加による基準財政収入額の増加に

より減額となったものの、特別交付税

については豪雪の影響による積算の増

加などから増額となり、全体としても

増額となりました。

　国庫支出金は、次期総合センターの

建設などに伴い大幅に増加し、対前年

度比55.6％増の 11億 6,767万７千円

となりました。

　普通建設事業等に充当した町債は、

償還財源として交付税措置のある有利

な起債の活用に努め、過疎対策事業債、

緊急自然災害防止対策事業債、辺地対

策事業債等を発行しました。

　歳入総額は、対前年度比7.4％増の

91億 7,390万９千円となりました。

入ってきたお金入ってきたお金

 特別会計・企業会計
 の決算状況

■国民健康保険事業特別会計

収入　８億9,838万３千円

支出　７億7,995万２千円

■部落有財産特別会計

収入　１億422万円

支出　657万３千円

■訪問看護特別会計

収入　8,421万円

支出　7,899万８千円

■介護保険特別会計

収入　10億 6,406万１千円

支出　10億 333万４千円

■後期高齢者医療特別会計

収入　１億4,007万６千円

支出　１億3,153万３千円

■病院事業会計

事業収益　11億 8,858万９千円

事業費用　14億 8,423万５千円

■老人保健施設事業会計

事業収益　２億1,038万３千円

事業費用　１億9,912万５千円

■水道事業会計

事業収益　１億7,949万１千円

事業費用　２億6,421万３千円

■工業用水道事業会計

事業収益　１億3,753万８千円

事業費用　１億6,228万８千円

■簡易水道事業会計

事業収益　6,284万円

事業費用　6,403万５千円

■下水道事業会計

事業収益　８億3,324万６千円

事業費用　８億9,563万５千円

 決算報告　
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義務的経費義務的経費
30.8％30.8％その他の経費その他の経費

52.1％52.1％

投資的経費投資的経費
17.1％17.1％

人件費　12.7％人件費　12.7％
10 億 9,404 万９千円10 億 9,404 万９千円

扶助費　8.0％扶助費　8.0％
６億 8,338 万円６億 8,338 万円

公債費　10.1％公債費　10.1％
８億 6,555 万７千円８億 6,555 万７千円

普通建設事業　17.1％普通建設事業　17.1％
14 億 7,253 万８千円14 億 7,253 万８千円
災害復旧事業　災害復旧事業　
３万５千円３万５千円

物件費　14.1％物件費　14.1％
12 億 690 万８千円12 億 690 万８千円

維持補修費　7.2％維持補修費　7.2％
６億 1,924 万７千円６億 1,924 万７千円

補助費等　21.4％補助費等　21.4％
18 億 3,764 万９千円18 億 3,764 万９千円

その他　9.4％その他　9.4％
８億 751 万４千円８億 751 万４千円

指　標 比率（単位％）

実質赤字比率
一般会計の赤字の大きさを財政規模に
対する割合で表したもの

小 国 町 ―

早 期 健 全 化 基 準 15.00

財 政 再 生 基 準 20.00

連結実質赤字比率
町の全会計の赤字の大きさを財政規模に
対する割合で表したもの

小 国 町 ―

早 期 健 全 化 基 準 20.00

財 政 再 生 基 準 30.00

実質公債費比率
町の借入金の返済額の大きさを財政規模に
対する割合で表したもの

小 国 町 11.7

早 期 健 全 化 基 準 25.0

財 政 再 生 基 準 35.0

将来負担比率
町の現在抱えている負債の大きさを財政規模
に対する割合で表したもの

小 国 町 61.3

早 期 健 全 化 基 準 350.0

財 政 再 生 基 準 ―

■健全化判断比率の状況
　令和７年度一般会計決算に基づく財政の健全化判断基準
は、下表のとおりです。比率が早期健全化基準、財政再生
基準を超えると、それぞれの財政健全化計画、財政再生計
画の策定が義務づけられます。表中のいずれの指標におい
ても、財政悪化の判断基準に達していません。

■資金不足比率の状況
　公営企業の経営健全化を示す指標で、資金

の不足額を営業収益で除した値となります。

本町では、病院事業、水道事業、工業用水道

事業、老人保健施設事業、簡易水道事業、下

水道事業の６会計が対象になります。令和７

年度決算について、資金の不足額が発生する

会計はありませんでした。

令和７年度               
一般会計歳出　85 億 8,687 万７千円

（前年度比 4.8％増）

　義務的経費については、人件費は対前

年度比2.1％の増となりました。扶助費

は、制度改正による児童手当の増加や保

育園に係る給付単価が見直されたことか

ら、対前年度比12.4％、7,526万２千円

の増額となりました。

　投資的経費は、対前年度比2.8％、3,964

万４千円の増額となりました。普通建設

事業では、次期総合センター建設事業、

町道西田沢頭線道路改良事業、町道長者

原内川線道路整備事業、町道橋補修事業

などを継続して実施したほか、飯豊温泉

長寿命化事業、小国中学校の空調設備整

備、除雪機械の購入などを実施しました。

　また、各基金については、利子積み立

てを図るとともに、財政調整基金、減債

基金、除雪対策基金、白い森ふるさと応

援基金、森林整備等促進基金の原資積み

立てを行いました。

　歳出総額は、対前年度比4.8％増の 85

億 8,687万７千円となりました。

使ったお金使ったお金

主な基金の積立状況主な基金の積立状況 名　称 基金の残高 対前年度増減額

財政調整基金 ６億 5,994 万８千円 ▲１億 2,947 万１千円

減債基金 １億 6,041 万８千円 ▲ 988 万９千円

その他特定目的基金 ５億 2,832 万６千円 ▲ 9,449 万５千円

合計 13 億 4,869 万２千円 ▲２億 3,385 万５千円

　各種基金等へ原資積立を行ったほか、除雪対
策基金や白い森ふるさと応援基金等を各種施策
事業に活用しました。その結果、残高は 13 億
4,869 万２千円となり、前年度から２億 3,385
万５千円減少しました。


